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はじめに
近年少数民族の民族教育政策に関して多く取り組みがなされている。すなわち，これまでの問題提
起というのがマジョリティ側だけの視点によるものであったことから，徐々にさまざまな形であらわ
れた。例えば，多文化教育の中では，民族を含め，多様な文化背景を持った人々の教育に注目するこ
とができる。文化保全と教育に関する問題は世界多数の多民族国家においては古くから深刻な問題で
あり，事実上の単一民族で構成される国家という神話は過去のものであった。
用語の混同を避けるため，本稿では中国国内にある 55個の少数民族に「族群」あるいは「少数族群」
（Ethnic Group）という用語を使用する。これは民族という言葉が中国語での意味あいと日本語での
意味あいが異なることを区別する必要があるためである。「中華民族」という意味は中国での少数民
族の意味だけでなく，華人，華僑も含まれている。英語では，民族は nation，族群は Ethnic Group
となるが，Ethnic Groupは 20世紀アメリカでの多族群・多文化運動の中でよく使われ，社会の少数
文化の主体のアイデンティティ・伝統文化を保つ社会の中で生まれた学術用語である。今回の論文の
中で民族に対して「族群」という言葉を使用する範囲は中国国内の族群とし，これを対象として本論
を展開していく。「民族識別工作」（１）は中国語のままであるが，日本語の「識別」という言葉には人
間に対して相応しくなく，または「工作」という意味も中国語と本来の意味と異なるため，「族群分
け事業」という言葉を使用する。
多文化教育は西洋の多民族国家が多族群と多種類の文化が併存する背景の下，各族群文化の発展が
保障され，国家全体の文化教育を豊かにするための教育である。この多文化教育は民主主義的文化的
多元主義に基づいて文化的・言語的権利を実現する教育である（２）。多文化主義について，アファー
マティブ・アクション（３）は重要な措置の一つであり，目的は少数者や社会的弱者の権利を保障する
ためのものである（４）。中国では少数族群に対するアファーマティブ・アクションとして入学，入試
時差別是正措置が行われており，その政策発展について時代の変化とともに多文化という視点より再
確認する必要がある。入学制度や入試制度，言語教育政策，「単独点数で決め，単独で取る」政策，
族群予備校政策などの政策のメリット・デメリットを明らかにしなくてはならないだろう。
本稿の目的は多文化の視点という点において，工業化の進んでいる中国で，教育政策によって少数
族群の伝統文化と慣習は本当の意味で守られるかどうかについて考察する。また，中国の国情をふ
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まえ，総合的な視点で教育上の「優遇政策」の意義を検討する。13億を超えた人口を持つ中国にお
いてはその各族群は同化で無く，統合できる政策を求めていく，中央と地方自治法の立法に基づき，
より安定的な社会作り，教育環境づくりができる共生・共存社会を目指すことが喫緊の課題である。
人々に最大な幸福を追求できる権利保障のある政策が求められている。
本稿の取り上げ方は，中国の情勢の変化を見ながら現実社会の出来事を事例として取り上げて考察
を加える。本論は 3部構成で進行していく。第一部は族群政策の必要性，背景について検討を加える。
第二部では族群政策，族群教育政策などの法的政策の概要をまとめて，考察をすすめたい。最初は国
が族群政策を制定した理由，背景を論証したい。次に，国は 1949年以来族群教育政策についての理
論と実践の動向，特徴を論じたい。最後第三部は教育制度－入試制度について述べる。21世紀教育
政策改革の進展および教育平等・公平・公正問題解決について論じる。
以上の考察により中国という一環境の中で多族群と共生していく，特に族群の教育の優遇政策のあ
り方など問題となっている現状を改善できるような提案を示したい。多文化教育の推進者として穏健
派とラジカル派のほぼ中間に位置する J.A.バンクスは，学校教育での児童，生徒に教育機関において，
平等な学習機会をもたらすように，教育および学習機会へのアプローチ（５）を行ったことを考慮する
ように論じている。このバンクス理論を参考に中国における多文化教育，多文化教育の視点で族群教
育の問題点を絞りつつ，多文化実現の可能性について再検討していく。
１．族群政策・族群教育政策
族群問題は歴史の範疇に属している。族群などの共同体が生まれ，発展，滅亡の長い歴史の過程の
中で，族群差別を含めて全ての問題と関係する。社会主義時期の族群問題は政治，文化，宗教など他
の社会問題と一緒になっており，複雑性と多様性がその特徴である。生存権，発展権は基本の権利と
して活かし，経済発展，生活改善を進めていくことは族群地区の人々の切実な要望である。中国での
社会的格差が大きいことは世界中に知られ，厳しい現状がある。知識資源が不足し，発展において，
他の地区との格差が拡大していくのが現実である（６）。
このような格差の問題に対して，政府は相当力を入れてきた。政策の面では主に少数族群出身の者
に対して，高級管理人材を養成すること，科学研究と学術交流など積極的に促進する上で，専門計画
を立て，相対独立体系を建てることである。または，改革開放，族群に役立つ経験を参考とする，な
どが挙げられ，あらゆる面で積極的に扶助している。
族群教育の・公平・平等問題をより公正的に行う改善策は族群問題を解決する唯一の方法だと考え
られる。政府は族群教育の発展は族群人口の資質の面，族群地区の経済文化の発展，族群団結におい
て重要な役割を果たしていると考えている。建国して以来，中国の族群教育事業はおよそ三つの段階
を辿って来た。族群政策，族群教育は 1949年建国以来，平坦な道のりではなかった。
①　1949年～ 1957年少数族群政策の安定期。
②　 1958年～ 1963年の百家争鳴から反右派闘争への転換期，地方族群主義への攻撃，族群融合論
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の急進期である。
③　1964年～ 1977年の文化大革命，族群文化の破壊など過酷政策が取られた階級闘争期。
④　1978年～ 1990年代までの改革解放政策よる族群政策と族群教育政策回復期。
80年代中期～現在は族群教育の深化改革，加速発展の段階である（７）。特に第 11回 3中全会（８）が
開かれて以来 20年間は中国の族群教育発展の最盛期である。
歴史の各段階に，族群教育の発展の特色と重点があるため，基本方針と主要任務も違うものとなっ
ている。例えば初期段階では，族群幹部を養成すること，各族群の政治・文化・経済発展のニーズに
応じるため初等教育と成人教育を徹底的実施すること，より族群全体の文化レベルを高めること，族
群の各教育段階においての教員養成問題を積極的に解決すること，などが重点である。族群教育の重
点は時期的に変化していくものと見られる。
２．族群政策―法的
新中国は1949年10月1日の設立後，漢族を除く55の「少数族群」は ,族群ごとにその集住地域が「区
域自治」の領域として指定され，その地域においてその族群に対し「族群の文字・言語を使用する権
利」，「一定の財産の管理権」「一定規模の警察・民兵部隊の組織権」「区域内で通用する単行法令の制
定権」（９）などが認められた。中央政府は「民族問題」を無視できず，肯定的，積極的に「平等社会実
現」のため，教育が極めて重視されてきたことも現代中国の特徴の一つであるといえよう。本節では
三つの提示で教育政策を検討していく。一つ目は中央政府からの法的な規定，二つ目は地方政府，地
方分権，区域法的な保護，三つ目は「平等」理念下の優遇政策について述べていく。
1）憲法
中国の根本大法「中華人民共和国憲法」における族群教育に対する規定は族群教育事業の発展に法
的な保障として基を立てられた。1949年に臨時憲法に見られる「中国人民政治協商会議共同綱領」，
（以下は「共同綱領」と略称する）第 53条に，各少数民族は言語，文字を使用と発展させる自由，政
府は少数民族の大衆文化事業の発展に役割を果たす義務があると規定されていた。現行憲法では，
1982年の憲法第 4条に，国家は各少数民族の特徴と需要に応じ，少数民族地区の経済と文化の発展
を加速させ，各民族は自己民族の言語と文字の使用権，発展させる権利を保有する自由があること，
第 119条には，民族自治地方の自治機関は地方の教育，科学，文化，衛生，体育事業 ,民族の文化遺
産の保護と整理，民族文化の発展と繁栄などを自主的に管理すること，第 122条には，国家は各少
数民族の文化事業の発展に加速化に扶助し，国家は民族自治地方が現地民族中から大量的に幹部の養
成，各分野の専門的な技術者，人材の養成に扶助することが規定されている（10）。いずれも国家建設
のために規定されていることが明らかになった。
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2）民族区域自治法保護
1952年に公布された「中華人民共和国国民区域自治実施綱要」の第 16条にも各少数民族は各
自の言語，文字および文化事業の発展に自由権を与えられている。第 21条には各自治体は各民族
の文化，教育，芸術事業の発展に必要かつ適当な方法を取り組むこと，第 33条には各上級政府
は各民族自治区の教育事業の発展に扶助すべきであることと規定された。1984年の自治法では第
6,10,22,36,37,42,49,64,65など各条に民族教育自治権に関する詳細な規定がある。社会の発展とともに，
2001年に自治法の修正に当たって，民族区域自治教育権に新たな規定が出され，第 37条では「九年
制義務教育の普及および多種多様な形式で普通高級中等教育と中等職業技術教育も条件と需要に応じ
て，高等教育も発展させる」（11）とされた。
国内の族群自治に関しては「族群地域自治」としている。教育の面でも，各地族群教育の実現に向
かって，「族群教育事業を強化する意見」（「関与加強民族教育工作的意見」）の中では「中央政府の族
群地域自治に従い，族群区域自治権利精神を十分に駆使し，族群自治地方は教育事業での自主権を保
証する。国家統一された教育方針の指導下，教育計画，学校管理体制，学校づくり，学制，教材使用，
教学内容，人事編成，教師任命と招聘，経費の管理と使用など，全て地方自治区は現地の事情に合わ
せて定め，各族群地方自治は族群教育立法事業に強化する」とある。以上の規定は『中華人民共和国
族群区域自治法』に載せられた。民族区域自治，民族区域自治権の実現は中央政府による各族群平等，
団結，共栄の実現の基本政策である。国にとっては基本的な政治制度であり，国家の発展と族群の発
展における重点中の重点であると言える。
3）－①　優遇政策の多様性，歴史変遷
ここでは入学制度や入試制度，言語教育政策，「点数を加算する」政策，「合格ラインを下がって取
る」政策，「単独点数で決め，単独で取る」政策，族群予備校政策などの政策のメリット・デメリッ
トを明らかにする。点数加算する範囲が 5点から 50点までというのが近年来の政策である。2001年
の民族区域自治法の保護では「国家は民族自治地方の教育投入を大幅に拡大し，特別な措置をとら
え，民族自治区の義務教育の普及と教育事業の発展に扶助し，科学文化レベルを高めようとする」（12），
「国家は民族高等学校を作り，高等学校で民族班，民族予科班，専門あるいは少数民族学生を募集し，
強制配属制を実施する。進学時点での点数は特別優遇政策を実施し，経済的困難な学生が学業を続け
られるように扶助する。国家は発達している地域で民族班を作り，少数民族学生の中等教育を実施す
る。または民族自治区の教師の養成，また民族出身の教師に出身地へ赴任させ，待遇的にも優遇させ
る」（13），など多種多様な優遇政策が規定，実施されていた。
特に国の教育政策の決定・施行は，その国の文化･伝統･経済力と密接な関係を持っているため注目
したい。経済発展面においても，教育の「優遇政策」とは過渡期の産物であり，永久には通用でき
ないと考えられるため，改めて検討する意義がある。第一節で論じたように族群政策，族群教育は
1949年建国以来，平坦な道のりではなかった。
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入試での優遇政策は現段階ではアファーマティブ・アクションのひとつであり，現段階では緊急の
差別是正政策として必要となっている。1960年代早期的に多文化教育政策の実施された欧米圏でも
アファーマティブ・アクションに対する争議もあって，決して完璧な差別是正措置でもなかった。そ
のため長い目でみると，改革する必要がある。
3）－②　優遇政策の平等・公平性
「平等」を前提とした優遇政策は「族群区域自治法」においては下記のように，「国は民族学院を創
設し，高等学校に民族組，民族予科を設け，少数民族の学生を取ることもできる。高等学校及び中等
専門学校は，新入生を募集･採用することにあたって，少数民族の受験生に対して，採用基準及び条
件を適宜緩める」（14）と規定された。
特に入試の面で，優遇政策は初期の段階において少数族群地域での幹部養成に大きな役割を果たし
ている。優遇政策を実施している時，新中国が設立された最初の段階では，少数族群出身者がある程
度の点数と推薦より入学した場合，学費免除以外に生活費も補助する制度が実施された。これは教育
の面で大きな影響を与えた。
しかし，「合格ラインを下がって取る」政策があったため，少数族群出身で無い受験生がその政策
に恵まれたいために，所属族群を変えたり，国内移民をしたりするといった事例が見られた。そのた
め「不公平･不平等」などが生じてしまった。しかも，族群予科という教育施設はある程度の経済力
がなければ，入ることはできない。「平等」とはいえなく，もっと庶民的な政策を検討する必要がある。
学習する機会において平等性が見えなく，エリート教育にしか考えられないだろう。
教育現場でも，「少数族群」出身の生徒に対して「二言語併用教育」（北京語と族群語）が行われ
ているが，授業内容は族群のオリジナルではなく，漢族が使用した教材の訳だけである。そのため族
群の文化伝承の役割が果たされていない。出身族群の文化を平等な学習，継承する権利が奪われてい
るといえる。文字化されていない文化が科学技術により保存できるとはいえ，その伝承は次の世代で
なく，次世代の次世代にまで継承することは事実上では非常に困難である（15）。周知のように言語の
種類は世界的に年々減少し続けており，文字のない族群，同化を選ばされた族群の伝統文化の継承は
現代化された科学技術にも対応しきれない場合がある。政府側は「族群学院」という専門性のある高
等教育機関が設けているが，現実では授業内容は多文化教育の視点からの再編成の必要があると思わ
れる。
名門の高等教育機関において入試時点では族群の言語での受験できるが，実際には北京語のみで授
業が行われている実情があるため，族群出身の生徒の親たちが子どもの将来を期待し，自分の族群語
を放棄し，北京語に専念させるケースが多い。授業中という一受講環境の中で，学習機会の不平等が
呈示されているのである。親が出身族群文化の大切さを実感していない，または親世帯の希望達成，
経済発展に遅らせたくないためではないだろうかと考えられる。中国の伝統的な教育の特徴―目的達
成型の教育は今日まで深く影響されてきているのである。
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中国政府の優遇政策の妥当性には疑問が持たれる。本当の意味での支援策とはいえない。言語と文
化は分けられない依存関係であるため，族群文化の保存にプラス面のある政策が必要である。教育に
おける「優遇政策」は「国民統合」を進めるためだけでなく，本当の意味で費孝通の言う「多元･一
体」（16）教育政策であるように世間が認めるようにしなければならない。多文化教育の視点から族群教
育の政策を再検討することは言語や文化の保全，文化の多元化発展という切実な問題の解決にもつな
がり，政府側の族群政策再建に拍車をかけることとなる。
21世紀における国際競争の焦点は人材資源の確保といえる。しかし，人材資源の量と質を決める
のは教育であることは言うまでもない。中国はWTOに加盟して以来，経済の発展をある程度遂げら
れてきたが，その代わりに教育問題に関して，先進諸国を中心に世界の多くの国と同様，民族や言語，
文化などの相違に起因することが注目されている。世界規模で，国際化・ボーダーレス化が急速に進
んだため，教育改革の嚆矢となった。人力資源を効率的に活かすことは国家の最も大きなプロジェク
トであり，「入試教育から素質教育への軌道転換」は，1990年代半ばの中国教育界で大きく叫ばれた
教育改革の指針であった。改革の目的は国民の素質向上，とりわけ 20世紀最後の 15年間に 9年間義
務教育の普及をはかり，「素質教育」は義務教育の段階を中心とする基礎教育改革全体のスローガン
として完全に定着し（17），21世紀に向かう基礎教育の目標とされたのである。教育制度の改革などに
ついては下記の節で概観していく。
３．教育制度―入試制度の改革
中国各地の入試制度は地方性が出てきている。1905年中国科挙制度が廃止された時点で， 「高考」
（入試）制度は百年以上波乱万丈な歴史をたどってきた。1977年，入試制度が復活し，「入試制度復
活のお陰で，民族と国家を救った」（18）といわれる。
中国各地の発展状況の格差が激しい一方，政府は統一入試制度を全国地域で実施して，「点数の前
で全ての人が平等である」と宣言している。各地の入学率，合格ラインと戸籍制度の差が大きいため，
入試が始まる直前「入試大移民ブーム」が起きたことから教育機会の不平等が生じた。2007年は入
試制度が復活してから 30年目となり，この「統一入学制度」は社会と歴史が認めると同時に入試制
度のマイナス面も露呈した。高等教育入試改革を進めるのに妥当な時期であるとも言われ，具体策と
して：
ア．入試科目の多様化。
イ．入試内容は能力テストを主に。
ウ．「一考決め終身」という理念を一転する（19）。
20世紀 90年代の大学入試は，受験生の知識構造に関してバランスが良く取れるように，「分科入試」
（文系理系と分けて入試すること）を廃止したが，2001年より改めて，「分科入試」が再度実施され
るようになった。内容的には微調整され，例えば，文系の政治，歴史，地理と理系の物理，化学，生
物という各三科目別の入試が「文系総合」と「理系総合」という各一つの大きな科目になった。この
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二つの総合全国統一試験問題となっている。
現在入試改革は試験科目に集中しており，3＋ X＋ 1，すなわち 3（語文・英語・数学）＋ X（歴史，
或は科学，或は生物），＋ 1（基礎能力，常識など，適性のようなものと見なされ，高校時代のスポー
ツ，芸術，総合実践など，学生の総合能力を考察する）（20）の式である。この式は入試生徒を文と理に
分けて選抜する。そして高校の時点で，入試科目と難易度，入試生徒の個性に合わせて，政府はいく
つかの「入試セット」を決めた。
このセットは高等教育機関の生徒募集の自主化，民主化にもいい兆しをもたらしてきた。以下の表
において生徒の課程表記は難易度 1が最高で，改革後入試科目下記の表のようになっている。
入試科目 研究型大学 地方性院校 高職院校
文 系 語文 1  英語 1＋歴史 1  数学 2 語文 1  英語 2＋歴史 2  数学 3 語文 2  英語 3  
理 系 語文 2  英語 1＋科学 1  数学 1 語文 2  英語 2＋科学 1  数学 1
工 程 技 術 語文 2  英語 1＋科学 2  数学 1 語文 2  英語 2＋科学 1  数学 2 語文 2  英語 3＋科学 2  数学 3
生物・医学 語文 2  英語 1＋生物，化学数学 1 語文 2  英語 2＋科学 1  数学 1
芸術･体育 語文 2  英語 3＋歴史 2 語文 2  英語 3＋歴史 2 語文 3  英語 3  
中国教育部 2007（出自 http://www.fjzsksw.com/gaokao/ZONGHE/264949.shtml＆
http://training.teacher.com.cn/information/center/StudyGuide/zhuanti/jxrd/gkgg/313210070701.html資料より筆
者が作成）
学校における施策の不確実性や，社会の監督力（21）が未熟なため，この改革案を実際に実施するた
めには条件の整った大学や高校で試験的に行い，民主，開放的な社会参加，世論監督の前提下で改革
を進めていく必要がある。不正が出た場合は法的な手段で取り締まり，「公平･公正」的な入試制度を
確保しなくてはならない。自治地方は民族区域自治教育の立法事業を憲法，自治法，立法法，教育法
など法律法規の規定で，実際に臨んでいる族群教育問題を結合し，切実に民族区域自治教育権の自治
法規を作り出すのがこれからの課題である。現在では全国の 30の自治州 8州と 119の自治県のうち
3件のみ民族教育条例の存在を確認することができた。これも民族自治法立法上での空白である。四
川省の二個自治州と涼山イ族自治州と峨辺イ族自治県は義務教育実施規定を制定した。ほか 154の自
治地方は教育法に対して変更や改正，補正など一切なかった。現実的な問題に面して新たな教育条例，
規定の改正も自治地方立法の主要任務であることが明らかになった。
中国の教育法，義務教育法，義務教育法実施細則，職業教育法，高等教育法，教師法等教育に関係
する専門法律法規は族群教育に数量的には多くはなく原則的な規定しか定めていない。この規定は現
実では，族群区域自治区教育権利の実現にまた遥かに遠い。1995年以降に教育に関係する法律はあ
る程度は族群地域の特徴に合わせて族群教育条例，教育方針，教育経費，教育管理など実施的な効果
が見えてきたが，民族教育条例に基づいて，少数民族教育法が一日も早く制定されることが，わが国
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の族群教育立法事業の展開に寄与することになると考えられる。
終わりに
現代中国における少数民族は移民によるものではなく，本土で構成する 56個族群があり，独自の
族群教育政策は多文化教育の補完と考えられる。本稿では中央政府地方政府は多文化教育に関する知
識や族群に対する問題意識などについて，「言語政策」，「同化政策」，「多文化教育政策」の意義につ
いて，さらに族群教育政策の歴史･背景･問題点などに改めて考察した。
第一部は族群政策の必要性，背景について検討を加えて，1949年以来，中国において，族群教育
の重点を明らかにした。最初の段階は幹部養成，教員養成をメインとし，より族群全体の識字率を高
めようとしたことが分かった。第二部では族群政策，族群教育政策などの法的政策の概要をまとめて，
国が族群政策を制定した理由，背景を判明し，さらに，国は 1949年以来族群教育政策についての理
論と実践の動向，特徴も考察した。教育の「差」を縮ませるため，「平等」と言う理念の下で「優遇
政策」が実施され，憲法をはじめ，「綱領」の中まで言語・文字の使用と発展の自由を述べた。入試
上でのアファーマティブ・アクションに対する争議もあって，改革する必要があることが分かった。
最後第三部は教育制度－入試制度改革の重要性について述べ，改革開放 30年以来，教育政策改革の
進展および教育平等・公平・公正問題解決までは法的な政策期待された。入試・入学の中で生じた不
祥事，社会の監督力が未熟なため，中央政府と地方自治の役割分担も法律・法規的なものが少なく，
教育上での「平等・公平」を保持するため，民族条例に基づき，少数民族教育法が制定されることは
族群教育事業の展開に役たつだろう。
以上をまとめると，中国という一環境の中で多族群と共生していく，特に族群の教育の政策とあり
方，基礎教育から高等教育まで問題となっている現状の改善が期待されている。教育の改革は模索の
中で，改革は外部環境，客観，公正と科学性を重視することが必要となってきた。政府の「優遇政策」
は本当の意味上の多文化政策は考えられないことが改めて確認できた。その主流社会以外でも生きら
れる生活環境を整えることを最終の節で言及し，このような基本的な問題点を解決するのが本当の支
援策であり，族群教育政策，教育上の「優遇政策」とは過渡期の産物であること，実施された過程で，
入学，入試制度で不平等・不公平が生じており，バンクスの学校教育での学習機会平等論にも反して
いる部分がしばしば見られ，永久には通用できないものと改めて検証した。社会発展と族群融合の歴
史的な進程の中で，各族群間は歴史的な原因での「差」が縮まる一方で，「各族群で利益平等配当」
観念から「個人の間での競争機会平等」への観念転換をしなければならない。これを通して，少数族
群成員は，政府より「優遇政策」の「照顧（Care）」により改善されるのではなく，社会・教育・経
済など諸方面での本当の競争力を高めことによるものになる。
族群教育政策の現状確認，入学・入試時の優遇政策は歴史の中で，時期的な効果が発揮していたか，
時代発展とともに，改革する必要があることが明らかになった。バンクスは多文化教育の主要な目標
を，平等や正義という西洋民主主義の理想と，人種，ジェンダー，社会，階級による差別の現実との
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ギャップを埋め，少数のエリートでなく，すべての者を対象に，民主主義の理想を実現する国民国家
を作ることとしている。現代中国の族群教育政策の中でも，少し西洋の理論や思想を入れつつ，教育
政策実施の中で，不透明や不平等な部分を改善していけるだろう。
多文化主義に基づいて，教育の公平・公正に関する課題，教育格差是正の課題，教育本質の位置づ
け，中央政府と地方政府の役割分担などを分析してきた。族群の伝統慣習・文化などを壊さず，同
化せず，それぞれの文化交流も日々深くなっていくための前提は多文化意識である。アファーマティ
ブ・アクションは欧米の多文化教育理論においては欠陥が多く，うまく導入しないと作用しない政策
と言われており，そのため，中国の優遇政策も単純に続けられないと考えられており，この論文が少
しでも族群教育の法律･法規政策に「廃･改･立」に最大限に役立つようと考えている。
より多くに奥地にいる少数族群の出身者は教育を受ける権利，教育機会の保障，教育発展の差を縮
めること，または中国における多文化教育，多文化教育の視点で族群教育「平等」と言う理念，「民
族統合」という方向性を示し，族群教育の問題解決など，多文化実現の可能性はこれからの課題とし
たい。
注⑴ 1950年 7月から 1952年末にかけて中央政府が訪問団の派遣により政策宣伝，族群の調査などが行われ，「長
期にわたり圧迫されていた族群が続々と自分たちの族群の出自を公表し，その族群の名を告げた」と言われ
る。費孝通（「関於我国的族群識別問題」中央民族学院研究論叢『民族理論和民族政策論文集　一九五一～
一九五三』）中央民族出版社　1986　p1。
　⑵ 朝倉征夫「多文化教育の概念と論点」朝倉征夫編著『多文化教育の研究』学文社　2003　pp3-7。
　⑶ Affirmative Action:積極的差別是措置。1964年公民権法成立以後，アメリカ政府が雇用や教育の場で人種や
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　⑷ 朝倉征夫『産業の革新と生涯学習』酒井書店　1996　p24。
　⑸ 朝倉征夫『産業革命下の庶民教育』酒井書店　1999　pp374-380。
　⑹ 陸大道，劉毅等編著『中国地域発展報告 2000』商務印書館　2001年。
　⑺ 楊　軍　『西北少数民族地区基礎教育均衡発展研究』　民族出版社　2006年 5月　pp84-97。
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　21 裏道を使うケースが発生している。「法治」より「人治」の場合が存在している。
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ABSTRACT
Education policy of ethnic groups in China 
— Consideration of a multicultural perspective —
Yi Sun
Many have been made about the incorporation of ethnic minority education policy in recent years. In 
other words, from the point of view it was the only representation of the majority so far, in various forms 
gradually, for example, in multicultural education, including ethnicity, education of people with diverse 
cultural backgrounds gains attention. Cultural preservation and education issues for many multi-ethnic 
countries from the old world are serious problems. A national that consists of only a single race was 
virtually obsolete myth. To avoid confusion of terms, 55 minorities in China is called “ethnic group” or 
“ethnic minority groups” (Ethnic Group) in this paper.
Under the background that many ethnic groups and various kind of culture are coexisting in west-
ern countries, multicultural education is education for guaranteeing multi-cultural development and 
enriching the cultural education of the entire nation. It advocates education and realization of the rights 
of cultural and linguistic and cultural pluralism on the basis of democracy. About multiculturalism, 
affirmative action is one of important measures. It is said that the purpose was to ensure the rights of 
minorities and the socially vulnerable. It needs further discussion because it connects with multicul-
tural education. Affirmative action measures on ethnic minority groups in China are considered as 
the preferential admissions policies. The policy development since 1949, with the historical fact and 
the changes of the times, reaffirmation is required from the perspective of social fairness and justice. 
Based on the principle of pluralism, fair education issues, issues of education disparities, positioning the 
nature of teaching, and the roles of central government and local governments have been analyzed. The 
prerequisite of not to destroy or assimilate traditional culture and customs ethnic groups, and deeper 
cultural exchanges each day is the multi-cultural awareness. Ethnic groups have little legal education 
policy, this paper considered that “abandon · amend · build” that would help law and policies of multicul-
tural education maximum.
Fulfilling the right to let more ethnic minorities in the interlard to receive Education, closing the gap 
in educational development, problem-solving of educational pluralism from the perspective of cultural 
pluralism, multi-cultural education and in China, and the possibility of realization of cultural pluralism 
are the research topics to challenge in future.
Key words: multicultural education; ethnic Group; autonomy of ethnic regions; 
